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解 説 

発明者をＸ、冒認者をＹとすると、 

1つ目が、冒認された請求項の部分のみＸの単独所有、他の請求項はＹの単独所有となる。

この立場だと、各請求項ごとに発明が成立するという考え方と整合するが、明細書がばらば

らになりうる。 

2つ目が、特許権全体をＸとＹが共有する。これは複数の請求項全体で一つの発明という

考え方と整合する。Ｘは、自己が発明していない部分（他の請求項部分）についても独占権

を有するが、共有としての制約を受ける（⇒p86-p88）。 

3つ目が、Ｘの単独所有である。Ｘは、自己が発明していない部分（他の請求項部分）に

ついても独占権を有することになるが、不当利得の範囲として広すぎるという批判がありう

る。 

 

 

 
 

 解 説 

発明者をＸ、冒認者をＹとすると、 

１つ目が、上位概念の発明について共有である。Ｘが発明していない部分（上位概念―下

位概念）についても、Ｘが独占権を有するが、共有としての制約を受ける（⇒p86-p88） 

2つ目が、上位概念の発明について単独所有である。Ｘが発明していない部分（上位概念

－下位概念）についても、Ｘが独占権を有するが、不当利得の範囲として広すぎるという批

判がありうる。 

 


